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 産業分野別のアクションプラン                                     

 １ 介護・福祉                                   

 

取組の方向性１ 介護職員の待遇の改善 

介護職場における介護ロボット・ＩＣＴソフトの導入支援 

○ 県は、介護現場の労働環境改善・職員の負担軽減を図り、雇用管理改善及び離職防止につなげるため、

介護事業所への介護ロボットの導入を支援し、普及促進を図る。 

○ 県は、介護事業所におけるＩＣＴ化を支援し、介護分野における生産性向上を進める。 

 

処遇改善 

○ 県は、介護報酬の見直し、改善を国に要望していく。 

○ 県は、委託により社会保険労務士等による助言・指導等を行い、介護事業所における処遇改善加算の

取得を支援する。 

 

取組の方向性２ 多様な人材の確保 

入職促進 

○ 県は、委託により女性・高齢者等に対する介護入門研修を実施し、介護人材のすそ野を拡大する。

研修受講後、長野県福祉人材センターへ入門研修修了者として登録し、介護補助員を募集する事業

所とマッチングを図る。 

○ 県は、他産業からの参入促進のための、無資格者の入職・資格取得費用を助成する。 

○ 県は、委託により潜在的有資格者復職支援研修と就職相談を実施する。 

 

取組の方向性３ 外国人材の活用 

外国人介護人材の確保に向けた支援 

○ 県は、養成施設が介護事業所等と協働で実施する、外国人留学生受入のための啓発費用等を支援す

る。 

○ 県は、経済連携協定（ＥＰＡ）及び技能実習制度等に基づき入国する外国人介護人材が円滑に就労

や研修ができるように、外国人介護人材を受け入れた施設における日本語学習及び介護分野の専門

学習の支援を行う。 

○ 県は、介護施設を経営する者が、外国人介護人材用に住居を借り上げ居住させる場合、住居借り上

げ等に要する費用を助成する。 

○ 県は、介護分野の留学生に対して、留学生の就労予定先の介護サービス事業者が支援する奨学金に

要する費用を助成する。 

○ 県は、送り出し機関や県内の監理団体等と締結する覚書に基づき外国人技能実習生を受け入れる県

内事業所が、訪日前の日本式介護に関する研修費用を負担する場合に、その一部を支援する。 
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 ２ ものづくり                                   

 

取組の方向性１ 高度技術者等の人材確保及び育成の強化 

企業情報の効果的発信 

○ 県及び経済団体が連携して、県内企業へ県内外の理系学生を呼び込むため、理系学生向けインター

ンシップフェアの回数の増加や開催規模の拡大を図る。 

○ 地域振興局において、地域の経済団体、高等教育機関などと連携して、企業と県内外学生とのつな

がりをつくり就職につなげるための企業説明会等の開催を促す。 

プロフェッショナル人材の確保 

○ 県は、「長野県プロフェッショナル人材戦略拠点」などと連携して、県外の高度人材を呼び込む取組

を促進する。 

高度技術者等の育成 

○ 県は、今後成長が期待される産業分野における専門人材を育成するため、信州大学大学院による航

空機システムに関する講座の運営や、医療機器開発人材を育成する講座などの受講を支援する。 

○ 県は、テクノ財団が本部及び各地域センターにおいて行う、各分野の研究開発を行える人材を育成

するセミナー等の開催を支援する。 

○ 県は、長野県工業会が行う、生産管理のノウハウや切削加工等の技術を持った人材を育成するセミ

ナーの開催を支援する。 

外国人留学生の確保 

○ 県は、信州大学と連携し、同大学や専門学校等の外国人留学生等と企業との出会いの場「グローバ

ルキャリアフェア」を開催する。 

○ 県は、信州大学と金沢大学の共同事業である「『かがやき・つなぐ』留学生就職促進プログラム 」

と連携し、外国人留学生と県内企業との就職マッチング等を実施することにより、外国人留学生の

県内就職を促進する。 

 

取組の方向性２ 人材確保のチャンネルの多様化 

リカレント教育の推進 

○ 県及び（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構等が連携し、ものづくり産業の技術力の維持・向上、

技能の継承及び若年技術者等の育成を図るため、県工科短期大学校、県技術専門校及びポリテクセ

ンター等において在職者向けのスキルアップに係る講座を開催する。 

○ 大学や専門学校、経済団体、労働団体等からなる「産業人材育成支援ネットワーク」を通じ、企業

の求める専門人材を把握し、ニーズに応じた講座の開催を働きかける。 

○ 県及び労働局が連携して、子育てによる離職者等をターゲットに、学び直しの動機付けやリカレン

ト教育の場の周知を行うとともに、再就職に向けた職業訓練コースの充実を図る。 
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高齢者の活用 

○ 県、経済団体、（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構が連携し、高齢者のニーズに応じた多様な働

き方の導入事例について企業に対し情報提供し実施を働きかける。 

外国人労働者の積極的な受入れ 

○ 県は、新たに外国人材を受入れる企業等を支援するため、在留資格制度や受入れのノウハウ等につ

いて相談できる「外国人材受入企業サポートセンター（仮称）」を設置する。 

初等教育から県内企業を知ってもらう取組 

○ 県、市町村、経済団体、県内大学等からなる「ふるさとを学び楽しむ子育てしんしゅうコンソーシ

アム」を通じ、県内の子どもたちに県内企業の魅力を伝え、県内で働くことに憧れを抱いてもらえ

るよう、職場体験の場である「ジョブキッズしんしゅう」を開催する。 

○ 県は、将来ものづくり分野で働くことに憧れを抱いてもらえるよう、小中学生・高校生にものづく

りの魅力を伝える場である「信州・未来のひとづくり塾」を実施する。 

 

取組の方向性３ 省力化投資の一層の推進とＩＴ人材の確保・育成 

省力化投資の推進 

○ ＡＩ・ＩｏＴ等先端技術利活用支援拠点において、県内中小企業の生産性の向上、経営力の強化を

実現するため、ＡＩ やＩｏＴ、ロボティクス等をはじめとする先端技術の普及啓発や利活用を促進

する。 

○ ＡＩ活用／ＩｏＴデバイス事業化・開発センターにおいて、ＩｏＴ導入効果を体験する研究会の開

催やデータ解析のためのＡＩ技術の研究開発等により、ＡＩ、ＩｏＴ技術の生産現場への普及を推

進する。 

○ ＡＩ、ＩｏＴ等の導入を促進するため、商工会議所等の経営指導員の巡回指導により普及啓発を実

施する。 

○ 経済団体等は、先端技術の導入に向けた意識づけを行うためのセミナー（研究会）を通じて、県内

企業の省力化投資を促進する。 

○ 県は、テクノ財団が本部及び各地域センターにおいて行う、企業のＩｏＴの利活用を促すための研

究会等の開催を支援する。 

企業におけるＩＴ人材の確保・育成 

○ 県は、企業内のＩＴ化を推進する人材を育成するための講習会を新たに開催する。 

○ ＩＴ人材の育成を進めるため、県工科短期大学校で実施している学習内容の充実を検討するほか、

リカレント教育の場として大学・専門学校等によるＩＴ人材育成のための講座の開催を支援する。 

○ 県は、ＩｏＴ等を活用し、生産現場における課題の抽出や改善の提案ができる人材を育成するため、

ＩｏＴ関連の座学開設や導入先進企業においてＩｏＴ技術を経験できる場の創出を支援する。 

○ 県は、経済団体と連携し、信州リゾートテレワークを推進し、都市圏のＩＴ人材等を呼び込み、つ

ながり人口拡大や移住・交流を促進する。 
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 ３ サービス（第３次産業）                                    

 

取組の方向性１ 省力化の推進による人手不足の緩和とＩＴ人材の確保・育成 

ＩＴ化による省力化推進 

○ 県は、ＡＩ、ＩｏＴ等先端技術利活用支援拠点において、県内中小企業等からの相談対応やＩＴベ

ンダーとのマッチング等を実施する。 

○ 県は、企業内のＩＴ化を推進する人材を育成するための講習会を新たに開催する。 

○ ＩＴ人材の育成を進めるため、県工科短期大学校で実施している学習内容の充実を検討するほか、

リカレント教育の場として大学・専門学校等によるＩＴ人材育成のための講座の開催を支援する。 

○ ＡＩ、ＩｏＴ等の導入を促進するため、商工会議所等の経営指導員の巡回指導により普及啓発を実

施する。 

○ 経済団体等は、先端技術の導入に向けた意識づけを行うためのセミナー（研究会）を通じて、県内

企業の省力化投資を促進する。 

○ 県は、テクノ財団が本部及び各地域センターにおいて行う、企業のＩｏＴの利活用を促すための研

究会等の開催を支援する。 

情報通信業のＩＴ人材の確保 

○ 県は、「長野県プロフェッショナル人材戦略拠点」などと連携して、県外の高度人材を呼び込む取組

を促進する。 

○ 県は、ＩＴを中心としたクリエイティブ人材の集積を図るため、首都圏等の人材に対して、長野県

で暮らして働く「おためし」の機会を提供する。 

○ 県内企業へ県内外の理系学生を呼び込むため、県及び経済団体が連携し、理系学生向けインターン

シップフェアの回数の増加や開催規模の拡大を図る。 

○ 県は、令和２年度より小学校でプログラミング教育が必修化されることに伴い、ＩＴ企業等による

小中高生を対象としたプログラミング教室やコンテストを開催する。 

 

取組の方向性２ 柔軟な働き方の導入や商慣行の改善による働き方改革の推進 

○ 短時間正社員制度等多様な働き方制度の導入企業の事例と効果の企業への理解を促進するため、商

工会議所・商工会の経営指導員・中央会の巡回指導員、県の職場環境改善アドバイザーが連携して

人手不足の会員企業・組合を中心に訪問する。 

○ 県は、職場いきいきアドバンスカンパニー認証制度の見直しを行い、勤務間インターバル制度、時

間単位の年休等の導入のほか、子育て・介護、病気の治療、地域・学校活動への参加等一人一人の

希望や状況に応じた多様で柔軟な働き方ができるような環境づくりを推進する。 

○ 労働局は、運輸業界を対象とした「取引環境と長時間労働の改善に向けたガイドライン」を活用し、

荷主も含めた商慣行の見直しを推進する。 
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取組の方向性３ 多様な人材の確保の推進 

○ 県及び労働局が連携して、子育てによる離職者等をターゲットに、学び直しの動機付けやリカレン

ト教育の場の周知を行うとともに、再就職に向けた職業訓練コースの充実を図る。 

○ 県は信州大学と連携し、同大学や専門学校等の外国人留学生等と企業との出会いの場「グローバル

キャリアフェア」を開催する。 

○ 県は、信州大学と金沢大学の共同事業である「『かがやき・つなぐ』留学生就職促進プログラム 」

と連携し、外国人留学生と県内企業との就職マッチング等を実施することにより、外国人留学生の

県内就職を促進する。 

○ 県は、新たに外国人材を受入れる企業等を支援するため、在留資格制度や受入れのノウハウ等につ

いて相談できる「外国人材受入企業サポートセンター（仮称）」を設置する。 

○ 県は、企業力の向上を図るため、社員の能力開発、技術指導等を目的とした企業間の人材交流を支

援し、業間マッチングによる人材交流モデルケースづくりを実施する。 

○ 県と労働局は、バス事業者等の人材不足に対応するため、関係団体を通じ、免許の取得に要する経

費を助成する。 

○ 労働局は、運輸業など人手不足が顕著な産業への就業を促すため、ハローワークへの特設コーナー

の設置や企業見学会などの開催により重点的に支援する。 

○ 地域振興局において、地域の経済団体、高等教育機関などと連携して、企業と県内外学生とのつな

がりをつくり就職につなげるための企業説明会等の開催を促す。 

○ 県及び経済団体が連携して、信州リゾートテレワークを推進し、都市圏のＩＴ人材等を呼び込み、

つながり人口拡大や移住・交流を促進する。 
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 ４ 観光                                      

 

取組の方向性１ 若者や移住希望者等の就業促進 

○ 県と長野県観光機構は、地域が連携したインターンシップの受入を促進するため、観光インターン

シップ推進員によるきめ細かなマッチングを実施する。 

○ 県は、つながり人口を活用して観光地域の活性化をリードする人材の発掘・養成を行うため、「丸

の内朝大学」に長野県の観光業の就業促進・生産性向上等に関する講座を開設する。 

 

取組の方向性２ 労働生産性の向上 

○ 県及び観光事業者は、連携してＡＩ・ＩｏＴの活用、構造的問題への方策等具体的な取組を推進す

るため、「観光業就業促進・生産性向上協議会」を開催する。 

 

取組の方向性３ 外国人材の活用 

○ 県は、観光分野で活躍する外国人材を確保するため、海外現地における採用面接会のほか、留学生

向けワークショップや交流会を開催する。 

○ 県は、外国人材の受入意識の改革や地域の定着を図るため、観光事業者向けセミナーを開催する。 

○ 県及び観光事業者は、連携して外国人材の受入れ環境整備について具体的な取組を推進するため、

「観光業就業促進・生産性向上協議会」を開催する。 
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 ５ 農業                                       
 

取組の方向性１ 新規就農者の安定確保・定着 

魅力ある情報の発信 

○ 県内の就農情報を広く周知するため、県、市町村、ＪＡ及び長野県農業担い手育成基金等が連携し

て、専用ポータルサイト「デジタル農活信州」の充実を図る。 

○ 県は、地域の特性に沿った新規就農者確保を進めるため、市町村、ＪＡに地域が確保したい就農者像

の明確化や、就農体験、新規就農者向け研修等の就農支援を働きかける。 

新卒者や社会人等を呼び込み・定着させる取組 

○ 新規就農者を確保するため、県、市町村、ＪＡ、NAGANO 農業女子及び長野県農業担い手育成基金等

が連携して、集客力の高い就農相談会等への出展や移住関係施策と協調した就農相談を実施する。 

○ 県は、新規就農者の早期の経営確立のため、新規就農里親研修事業の充実・強化を図る。 

○ 親元就農者をはじめとした新規就農者の確保を図るため、県は、長野県農業担い手育成基金が実施

する親元就農者支援助成事業等の事業を支援する。 

未来の担い手確保に向けた取組 

○ 若年層に職業としての農業に興味を持ってもらうため、県、県教育委員会や農業者団体が連携して、

農業の魅力を伝えるセミナーやインターンシップ等を実施する。 

○ 県は、地域農業をリードする担い手を育成するため、若者に魅力ある農業大学校づくりを行う。 

女性農業者の活躍に向けた取組 

○ 県は、女性が経営主体として能力を発揮できるよう、農村生活マイスター協会やNAGANO農業女子等

のスキルアップに向けた取組や、農業生産はもとより農村の持つ多様な機能や効果を次の世代につ

なげていく取組を支援する。 

農ある暮らしを志向する者に向けた取組 

○ 県は、農に魅力を感じる多様な人材（半農半Ｘ、定年帰農等）の呼び込みを図るため、農ある暮らし

相談センターを設置し、農ある暮らしの情報発信や相談活動等を実施する。 

 

取組の方向性２ 農業法人等の雇用力向上、雇用改善 

○ 雇用人材の安定確保を図るため、県とＪＡグループが連携して、雇用経営を行う中核的な農業経営

者等を対象に人材の雇用及び育成等に係る研修会を開催し、魅力ある雇用条件の整備やキャリアパ

スの明確化・作成などを働きかける。 

 

取組の方向性３ 多様な雇用人材（常雇用、臨時雇用）の安定的な確保 

シニア及び子育て世代の離職者雇用の促進 

○ シニア世代や子育て世代等の就労を促進するため、県とハローワークが連携して、農業分野に特化

した「求人説明会」を実施する。 

○ 県は、求職者と求人のマッチングを強化するため、ＪＡ長野県農業労働力支援センターが開設・管

理する農業求人サイト「おいしいをずっと！信州農業で働きませんか」の運営を支援する。 
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農福連携の促進 

○ 障がい者の就農を促進するため、県とＪＡ等が連携して、福祉事業所職員を対象とした農業技術習

得研修会を開催し、事業所指導者のスキルアップを支援するとともに、農業者の理解促進を図る取

組を実施する。 

○ 県は、長野県セルプセンター協議会、ＪＡ等に福祉事業所と農家との橋渡し活動を働きかける。 

外国人材の受入れ支援 

○ 外国人材の適正かつ円滑・安定的な受入れを進めるため、県、ＪＡグループ等が連携して、ＪＡ長

野県農業労働力支援センターによる特定技能外国人の受入や他県とのリレー雇用の体制整備を支援

する。 

 

取組の方向性４ スマート農業の推進による労働生産性の向上 

○ スマート農業技術の実装加速化を図るため、県と農業機械メーカーが連携して、農家へのスマート

農業機械のお試し導入や実演会を実施するとともに、Ｗｅｂコンテンツの作成等により普及啓発を

強化する。また、水田農業大規模実証の成果の横展開を図る。 

○ 県は、県内企業等と共同し、先端農業機械の開発を進める。 

○ 県は、スマート農業を実践できる人材を育成するため、農業大学校でのスマート農業教育を充実す

る。 
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 ６ 林業                                       
 

取組の方向性１ 労働生産性の向上 

生産性の高い林業の実現  

○ 行政、業界が連携し、ドローン等のＩＣＴ技術の活用普及により、安全で生産性の高い林業の実現

に取り組む。 

○ 県は、各事業体における生産性の向上、経営の安定化に向けた森林情報の整備、施業地の集約化、

高性能林業機械の導入や基盤となる路網整備等の支援を行う。 

○ 森林経営管理制度や森林環境譲与税の導入も踏まえ、県は、地域の林業をリードする意欲と能力の

ある林業経営者の育成を図るとともに、林業事業体が主体的に行う経営改善や生産性向上等に向け

た取組を支援する。 
 

取組の方向性２ 就業環境・安全性の改善と新規就業者の確保 

林業事業体の就業環境の整備 

○ 県、業界が連携し、生産性の向上を通じ、就業者の処遇向上や定着を促すとともに、（一財）長野県

林業働財団と連携して林業事業体の福利厚生の充実など就業環境の改善に向けた支援を行う。 

○ 業界全体として、森林の管理・整備に向けた事業量の確保により、雇用機会の確保と就業環境の向

上に取り組む。 

労働安全の抜本的改善 

○ 林業総合センター、林業大学校への訓練設備・機器の配備により、体系的な安全指導と多様な作業

に係る技能講習の充実を図るとともに、伐木競技や他分野との連携など様々なアプローチからの取

組を検討する。 

○ 県、長野労働局、（一財）長野県林業労働財団、林業・木材製造業労働災害防止協会長野県支部等が

連携し、労働安全を徹底するための労働安全管理講習会、安全パトロール・現場指導の充実、事業

体の安全対策や管理体制の強化を図るなど、災害発生ゼロに向けて業界を上げて取り組む。 

○ 労働安全に関わる指導者の育成方法等を行政、団体、業界等で検討し、安全教育体制や安全に対し

ての意識改革を促すための取組を進める。 

新規就業者の確保 

○ 県、長野労働局、（一財）長野県林業労働財団が連携し、共同就職説明会やガイダンスを通じた林業

事業体と求職者の「顔が見える」マッチングに取り組むとともに、分かりやすいＨＰによる情報発

信の充実や関係者との連携の強化等を図る。 

○ 県、長野労働局、（一財）長野県林業労働財団が連携し、ＵＩターン就業を促進するため、県内に加

え、首都圏広域開催のガイダンスに参画するとともに、多様（若者、女性、移住者等）な人材へのＰ

Ｒ等の強化を行う。 

○ 行政、団体、業界等が連携し、農業、福祉や観光など異業種・異分野との複合化による人材の誘引、

確保に取り組む。 
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将来の担い手へのＰＲ 

○ 行政、団体、業界等が連携し、地域の森林の大切さや地域に密着した産業である林業への理解を深

めるため、緑の少年団、学校活動等を通じ、子どもへの林業作業体験や林業機械操作体験等の実施

により、職業の見える化を行う。 

○ 県、業界等が連携し、最先端の高性能林業機械や安全で確実な技術のデモンストレーションによる

ＰＲ等を行い、林業のイメージアップを図る。 

 

 

取組の方向性３ 経営・企業等を担う技術職員の育成とスキルアップ 

人材の育成とスキルアップ 

○ 県は、国事業：「緑の雇用」新規就業者育成推進事業を活用するとともに、林業総合センターでの研

修等により、就業前、就業後の各段階について必要な技術・知識を習得できる体制を構築する。 

○ 県は、次世代を見据えた林業大学校のグレードアップ等を通じ、安全を含めた高度な技術・知識に

加え、経営・マネジメントや環境・地域づくり等幅広い能力を持つリーダー人材の育成や継続（リ

カレント）教育の充実を図る。 
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 ７ 建設                                      

 

取組の方向性１ 建設産業の理解促進と多様な人材の活用 

連携機関名称 建基金：（一財）建設業振興基金  長建協：（一社）長野県建設業協会  長測協：（一社）長野県測量設計業協会 

建設校：建設系学科高等学校等  ポリテ：（独法）高齢・障害・求職者雇用支援機構長野支部 

○ 県、建基金、長建協、長測協、労働局が連携して、小・中学生及びその保護者や建設産業への就労を

検討している求職者を対象とした出前講座や現場見学会の開催、建設産業における働き方改革等に

ついての取組や県内企業等の情報発信を行う。 

○ 建基金、長建協、建設校、労働局が連携して、普通高校の教員・生徒と建設業界がつながる機会を

確保する。 

○ 県、長建協が連携して、長野県出身で県外に進学した学生、特に建設系学科卒業生に対して、メー

ルマガジン等の配信によりＵターンを促進する。 

○ 県、長建協、長測協、建設校が連携して、建設系学科高校生を対象とした官民連携による就労促進

事業や資格取得支援を継続実施する。 

○ 県、建基金、長建協、建設校が連携して、女性技術者のネットワークづくり支援や、建設産業団体

と建設系学科高校が連携したものづくり女子ミーティングの実施等により建設系学科高校の女子生

徒増加促進を図る。 

○ 県、長建協、長測協、労働局、ポリテが連携して、各関係機関の支援施策の有効活用による高齢者、

障がい者の就労を促進する。 

○ 県、建基金、長建協、長測協、建設校が連携して、建設産業入職への道筋や入職後のキャリアアッ

プ事例の整理・情報発信を行う。 

○ 県、建基金、長建協が連携して、建設キャリアアップシステムの活用を推進する。 

○ 県、建設協、長測協が連携して、週休２日を考慮した適正工期への県民理解を求める周知活動を行

う。 

 

取組の方向性２ 働きやすい・働きたくなる環境づくりと建設スキルアップへの支援 

 

○ 県は、公共工事等における平準化の促進、並びに地域建設企業の経営安定に寄与する契約制度の検

討を行う。 

○ 県は、週休２日促進のため、公共工事において週休２日が確保できる工期の設定を行うとともに、

増加経費を適正に計上する。 

○ 県、長建協、長測協が連携して、若手育成と技術継承の観点から職場の内外における研修制度の拡

充や機会の提供、県は優良技術者表彰制度等の運用改善を行う。 

○ 県、長建協、長測協、ポリテが連携して、建設現場の生産性向上として、３次元測量や３次元デー

タを活用したＩＣＴ活用工事の更なる推進や公共工事の計画から施工、維持管理までを３次元モデ

ルで行うＢＩＭ／ＣＩＭに産学官で取り組むなど、新技術の活用を促進する。 

○ 県、長建協、長測協、労働局、ポリテが連携して、関係機関の支援施策の有効活用による資格取得

の促進ならびにＩＴスキルの習得やテレワークなどの柔軟な働き方が可能となる職場環境の整備を

働きかける。 
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○ 県は、最新の設計労務単価、資材等の実勢価格を適切に反映した建設工事等の予定価格を設定する。 

○ 県は、建設工事における適正な賃金の支払いを評価する入札制度（総合評価落札方式）を試行する。 

○ 県、長建協、長測協、労働局が連携して、入札参加資格申請者に社会保険等の加入を義務づけると

ともに建設工事の１次下請業者を社会保険加入建設業者に限定するなど社会保険等の加入対策を推

進する。 

○ 県、建基金、長建協、長測協、労働局が連携して、過重労働防止対策とトータルメンタルヘルスケ

ア対策の推進、適正な労務管理の実施に係る指導を行う。 

○ 県、建基金、長建協、長測協、労働局が連携して、建設工事現場等の環境改善や福利厚生の充実な

どによる若年者や女性が働きやすい魅力ある職場づくりを推進する。 

○ 県、建基金、長建協、長測協、労働局が連携して、子育て世代を含む全ての人が働きつづけられる

環境整備をするため、イクボス宣言の推進や国や県の認定制度活用など、人材定着に向けた意識改

革等を推進する。 

○ 県、労働局、労働災害防止関係団体が連携し、災害発生ゼロに向けて業界を挙げて労働安全を徹底

するための労働安全管理講習会、安全パトロール等を推進する。 

 

取組の方向性３ 関係機関との連携強化 

○ 県は、関係機関の担い手確保・育成に関わる支援策を整理した情報を建設業界と共有し、支援策活

用の利便性向上を図る。 

○ 建設産業の事業承継に係る課題解決に向けて、県は経営者意識調査を実施、分析した上で、関係機

関との連携を強化して効果的な取組を検討する。 

○ 産・学・官の連携と適正な役割分担による施策の実行に努め、産業分野別会議等において、施策の

検証と改善、新たな取組の検討（ＰＤＣＡ）を実施する。 
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 ２ ものづくり                                   

 

取組の方向性１ 高度技術者等の人材確保及び育成の強化 

企業情報の効果的発信 

○ 県及び経済団体が連携して、県内企業へ県内外の理系学生を呼び込むため、理系学生向けインター

ンシップフェアの回数の増加や開催規模の拡大を図る。 

○ 地域振興局において、地域の経済団体、高等教育機関などと連携して、企業と県内外学生とのつな

がりをつくり就職につなげるための企業説明会等の開催を促す。 

プロフェッショナル人材の確保 

○ 県は、「長野県プロフェッショナル人材戦略拠点」などと連携して、県外の高度人材を呼び込む取組

を促進する。 

高度技術者等の育成 

○ 県は、今後成長が期待される産業分野における専門人材を育成するため、信州大学大学院による航

空機システムに関する講座の運営や、医療機器開発人材を育成する講座などの受講を支援する。 

○ 県は、テクノ財団が本部及び各地域センターにおいて行う、各分野の研究開発を行える人材を育成

するセミナー等の開催を支援する。 

○ 県は、長野県工業会が行う、生産管理のノウハウや切削加工等の技術を持った人材を育成するセミ

ナーの開催を支援する。 

外国人留学生の確保 

○ 県は、信州大学と連携し、同大学や専門学校等の外国人留学生等と企業との出会いの場「グローバ

ルキャリアフェア」を開催する。 

○ 県は、信州大学と金沢大学の共同事業である「『かがやき・つなぐ』留学生就職促進プログラム 」

と連携し、外国人留学生と県内企業との就職マッチング等を実施することにより、外国人留学生の

県内就職を促進する。 

 

取組の方向性２ 人材確保のチャンネルの多様化 

リカレント教育の推進 

○ 県及び（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構等が連携し、ものづくり産業の技術力の維持・向上、

技能の継承及び若年技術者等の育成を図るため、県工科短期大学校、県技術専門校及びポリテクセ

ンター等において在職者向けのスキルアップに係る講座を開催する。 

○ 大学や専門学校、経済団体、労働団体等からなる「産業人材育成支援ネットワーク」を通じ、企業

の求める専門人材を把握し、ニーズに応じた講座の開催を働きかける。 

○ 県及び労働局が連携して、子育てによる離職者等をターゲットに、学び直しの動機付けやリカレン

ト教育の場の周知を行うとともに、再就職に向けた職業訓練コースの充実を図る。 
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高齢者の活用 

○ 県、経済団体、（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構が連携し、高齢者のニーズに応じた多様な働

き方の導入事例について企業に対し情報提供し実施を働きかける。 

外国人労働者の積極的な受入れ 

○ 県は、新たに外国人材を受入れる企業等を支援するため、在留資格制度や受入れのノウハウ等につ

いて相談できる「外国人材受入企業サポートセンター（仮称）」を設置する。 

初等教育から県内企業を知ってもらう取組 

○ 県、市町村、経済団体、県内大学等からなる「ふるさとを学び楽しむ子育てしんしゅうコンソーシ

アム」を通じ、県内の子どもたちに県内企業の魅力を伝え、県内で働くことに憧れを抱いてもらえ

るよう、職場体験の場である「ジョブキッズしんしゅう」を開催する。 

○ 県は、将来ものづくり分野で働くことに憧れを抱いてもらえるよう、小中学生・高校生にものづく

りの魅力を伝える場である「信州・未来のひとづくり塾」を実施する。 

 

取組の方向性３ 省力化投資の一層の推進とＩＴ人材の確保・育成 

省力化投資の推進 

○ ＡＩ・ＩｏＴ等先端技術利活用支援拠点において、県内中小企業の生産性の向上、経営力の強化を

実現するため、ＡＩ やＩｏＴ、ロボティクス等をはじめとする先端技術の普及啓発や利活用を促進

する。 

○ ＡＩ活用／ＩｏＴデバイス事業化・開発センターにおいて、ＩｏＴ導入効果を体験する研究会の開

催やデータ解析のためのＡＩ技術の研究開発等により、ＡＩ、ＩｏＴ技術の生産現場への普及を推

進する。 

○ ＡＩ、ＩｏＴ等の導入を促進するため、商工会議所等の経営指導員の巡回指導により普及啓発を実

施する。 

○ 経済団体等は、先端技術の導入に向けた意識づけを行うためのセミナー（研究会）を通じて、県内

企業の省力化投資を促進する。 

○ 県は、テクノ財団が本部及び各地域センターにおいて行う、企業のＩｏＴの利活用を促すための研

究会等の開催を支援する。 

企業におけるＩＴ人材の確保・育成 

○ 県は、企業内のＩＴ化を推進する人材を育成するための講習会を新たに開催する。 

○ ＩＴ人材の育成を進めるため、県工科短期大学校で実施している学習内容の充実を検討するほか、

リカレント教育の場として大学・専門学校等によるＩＴ人材育成のための講座の開催を支援する。 

○ 県は、ＩｏＴ等を活用し、生産現場における課題の抽出や改善の提案ができる人材を育成するため、

ＩｏＴ関連の座学開設や導入先進企業においてＩｏＴ技術を経験できる場の創出を支援する。 

○ 県は、経済団体と連携し、信州リゾートテレワークを推進し、都市圏のＩＴ人材等を呼び込み、つ

ながり人口拡大や移住・交流を促進する。 
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 ３ サービス（第３次産業）                                    

 

取組の方向性１ 省力化の推進による人手不足の緩和とＩＴ人材の確保・育成 

ＩＴ化による省力化推進 

○ 県は、ＡＩ、ＩｏＴ等先端技術利活用支援拠点において、県内中小企業等からの相談対応やＩＴベ

ンダーとのマッチング等を実施する。 

○ 県は、企業内のＩＴ化を推進する人材を育成するための講習会を新たに開催する。 

○ ＩＴ人材の育成を進めるため、県工科短期大学校で実施している学習内容の充実を検討するほか、

リカレント教育の場として大学・専門学校等によるＩＴ人材育成のための講座の開催を支援する。 

○ ＡＩ、ＩｏＴ等の導入を促進するため、商工会議所等の経営指導員の巡回指導により普及啓発を実

施する。 

○ 経済団体等は、先端技術の導入に向けた意識づけを行うためのセミナー（研究会）を通じて、県内

企業の省力化投資を促進する。 

○ 県は、テクノ財団が本部及び各地域センターにおいて行う、企業のＩｏＴの利活用を促すための研

究会等の開催を支援する。 

情報通信業のＩＴ人材の確保 

○ 県は、「長野県プロフェッショナル人材戦略拠点」などと連携して、県外の高度人材を呼び込む取組

を促進する。 

○ 県は、ＩＴを中心としたクリエイティブ人材の集積を図るため、首都圏等の人材に対して、長野県

で暮らして働く「おためし」の機会を提供する。 

○ 県内企業へ県内外の理系学生を呼び込むため、県及び経済団体が連携し、理系学生向けインターン

シップフェアの回数の増加や開催規模の拡大を図る。 

○ 県は、令和２年度より小学校でプログラミング教育が必修化されることに伴い、ＩＴ企業等による

小中高生を対象としたプログラミング教室やコンテストを開催する。 

 

取組の方向性２ 柔軟な働き方の導入や商慣行の改善による働き方改革の推進 

○ 短時間正社員制度等多様な働き方制度の導入企業の事例と効果の企業への理解を促進するため、商

工会議所・商工会の経営指導員・中央会の巡回指導員、県の職場環境改善アドバイザーが連携して

人手不足の会員企業・組合を中心に訪問する。 

○ 県は、職場いきいきアドバンスカンパニー認証制度の見直しを行い、勤務間インターバル制度、時

間単位の年休等の導入のほか、子育て・介護、病気の治療、地域・学校活動への参加等一人一人の

希望や状況に応じた多様で柔軟な働き方ができるような環境づくりを推進する。 

○ 労働局は、運輸業界を対象とした「取引環境と長時間労働の改善に向けたガイドライン」を活用し、

荷主も含めた商慣行の見直しを推進する。 
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取組の方向性３ 多様な人材の確保の推進 

○ 県及び労働局が連携して、子育てによる離職者等をターゲットに、学び直しの動機付けやリカレン

ト教育の場の周知を行うとともに、再就職に向けた職業訓練コースの充実を図る。 

○ 県は信州大学と連携し、同大学や専門学校等の外国人留学生等と企業との出会いの場「グローバル

キャリアフェア」を開催する。 

○ 県は、信州大学と金沢大学の共同事業である「『かがやき・つなぐ』留学生就職促進プログラム 」

と連携し、外国人留学生と県内企業との就職マッチング等を実施することにより、外国人留学生の

県内就職を促進する。 

○ 県は、新たに外国人材を受入れる企業等を支援するため、在留資格制度や受入れのノウハウ等につ

いて相談できる「外国人材受入企業サポートセンター（仮称）」を設置する。 

○ 県は、企業力の向上を図るため、社員の能力開発、技術指導等を目的とした企業間の人材交流を支

援し、業間マッチングによる人材交流モデルケースづくりを実施する。 

○ 県と労働局は、バス事業者等の人材不足に対応するため、関係団体を通じ、免許の取得に要する経

費を助成する。 

○ 労働局は、運輸業など人手不足が顕著な産業への就業を促すため、ハローワークへの特設コーナー

の設置や企業見学会などの開催により重点的に支援する。 

○ 地域振興局において、地域の経済団体、高等教育機関などと連携して、企業と県内外学生とのつな

がりをつくり就職につなげるための企業説明会等の開催を促す。 

○ 県及び経済団体が連携して、信州リゾートテレワークを推進し、都市圏のＩＴ人材等を呼び込み、

つながり人口拡大や移住・交流を促進する。 
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 ４ 観光                                      

 

取組の方向性１ 若者や移住希望者等の就業促進 

○ 県と長野県観光機構は、地域が連携したインターンシップの受入を促進するため、観光インターン

シップ推進員によるきめ細かなマッチングを実施する。 

○ 県は、つながり人口を活用して観光地域の活性化をリードする人材の発掘・養成を行うため、「丸

の内朝大学」に長野県の観光業の就業促進・生産性向上等に関する講座を開設する。 

 

取組の方向性２ 労働生産性の向上 

○ 県及び観光事業者は、連携してＡＩ・ＩｏＴの活用、構造的問題への方策等具体的な取組を推進す

るため、「観光業就業促進・生産性向上協議会」を開催する。 

 

取組の方向性３ 外国人材の活用 

○ 県は、観光分野で活躍する外国人材を確保するため、海外現地における採用面接会のほか、留学生

向けワークショップや交流会を開催する。 

○ 県は、外国人材の受入意識の改革や地域の定着を図るため、観光事業者向けセミナーを開催する。 

○ 県及び観光事業者は、連携して外国人材の受入れ環境整備について具体的な取組を推進するため、

「観光業就業促進・生産性向上協議会」を開催する。 
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 ５ 農業                                       
 

取組の方向性１ 新規就農者の安定確保・定着 

魅力ある情報の発信 

○ 県内の就農情報を広く周知するため、県、市町村、ＪＡ及び長野県農業担い手育成基金等が連携し

て、専用ポータルサイト「デジタル農活信州」の充実を図る。 

○ 県は、地域の特性に沿った新規就農者確保を進めるため、市町村、ＪＡに地域が確保したい就農者像

の明確化や、就農体験、新規就農者向け研修等の就農支援を働きかける。 

新卒者や社会人等を呼び込み・定着させる取組 

○ 新規就農者を確保するため、県、市町村、ＪＡ、NAGANO 農業女子及び長野県農業担い手育成基金等

が連携して、集客力の高い就農相談会等への出展や移住関係施策と協調した就農相談を実施する。 

○ 県は、新規就農者の早期の経営確立のため、新規就農里親研修事業の充実・強化を図る。 

○ 親元就農者をはじめとした新規就農者の確保を図るため、県は、長野県農業担い手育成基金が実施

する親元就農者支援助成事業等の事業を支援する。 

未来の担い手確保に向けた取組 

○ 若年層に職業としての農業に興味を持ってもらうため、県、県教育委員会や農業者団体が連携して、

農業の魅力を伝えるセミナーやインターンシップ等を実施する。 

○ 県は、地域農業をリードする担い手を育成するため、若者に魅力ある農業大学校づくりを行う。 

女性農業者の活躍に向けた取組 

○ 県は、女性が経営主体として能力を発揮できるよう、農村生活マイスター協会やNAGANO農業女子等

のスキルアップに向けた取組や、農業生産はもとより農村の持つ多様な機能や効果を次の世代につ

なげていく取組を支援する。 

農ある暮らしを志向する者に向けた取組 

○ 県は、農に魅力を感じる多様な人材（半農半Ｘ、定年帰農等）の呼び込みを図るため、農ある暮らし

相談センターを設置し、農ある暮らしの情報発信や相談活動等を実施する。 

 

取組の方向性２ 農業法人等の雇用力向上、雇用改善 

○ 雇用人材の安定確保を図るため、県とＪＡグループが連携して、雇用経営を行う中核的な農業経営

者等を対象に人材の雇用及び育成等に係る研修会を開催し、魅力ある雇用条件の整備やキャリアパ

スの明確化・作成などを働きかける。 

 

取組の方向性３ 多様な雇用人材（常雇用、臨時雇用）の安定的な確保 

シニア及び子育て世代の離職者雇用の促進 

○ シニア世代や子育て世代等の就労を促進するため、県とハローワークが連携して、農業分野に特化

した「求人説明会」を実施する。 

○ 県は、求職者と求人のマッチングを強化するため、ＪＡ長野県農業労働力支援センターが開設・管

理する農業求人サイト「おいしいをずっと！信州農業で働きませんか」の運営を支援する。 
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農福連携の促進 

○ 障がい者の就農を促進するため、県とＪＡ等が連携して、福祉事業所職員を対象とした農業技術習

得研修会を開催し、事業所指導者のスキルアップを支援するとともに、農業者の理解促進を図る取

組を実施する。 

○ 県は、長野県セルプセンター協議会、ＪＡ等に福祉事業所と農家との橋渡し活動を働きかける。 

外国人材の受入れ支援 

○ 外国人材の適正かつ円滑・安定的な受入れを進めるため、県、ＪＡグループ等が連携して、ＪＡ長

野県農業労働力支援センターによる特定技能外国人の受入や他県とのリレー雇用の体制整備を支援

する。 

 

取組の方向性４ スマート農業の推進による労働生産性の向上 

○ スマート農業技術の実装加速化を図るため、県と農業機械メーカーが連携して、農家へのスマート

農業機械のお試し導入や実演会を実施するとともに、Ｗｅｂコンテンツの作成等により普及啓発を

強化する。また、水田農業大規模実証の成果の横展開を図る。 

○ 県は、県内企業等と共同し、先端農業機械の開発を進める。 

○ 県は、スマート農業を実践できる人材を育成するため、農業大学校でのスマート農業教育を充実す

る。 
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 ６ 林業                                       
 

取組の方向性１ 労働生産性の向上 

生産性の高い林業の実現  

○ 行政、業界が連携し、ドローン等のＩＣＴ技術の活用普及により、安全で生産性の高い林業の実現

に取り組む。 

○ 県は、各事業体における生産性の向上、経営の安定化に向けた森林情報の整備、施業地の集約化、

高性能林業機械の導入や基盤となる路網整備等の支援を行う。 

○ 森林経営管理制度や森林環境譲与税の導入も踏まえ、県は、地域の林業をリードする意欲と能力の

ある林業経営者の育成を図るとともに、林業事業体が主体的に行う経営改善や生産性向上等に向け

た取組を支援する。 
 

取組の方向性２ 就業環境・安全性の改善と新規就業者の確保 

林業事業体の就業環境の整備 

○ 県、業界が連携し、生産性の向上を通じ、就業者の処遇向上や定着を促すとともに、（一財）長野県

林業働財団と連携して林業事業体の福利厚生の充実など就業環境の改善に向けた支援を行う。 

○ 業界全体として、森林の管理・整備に向けた事業量の確保により、雇用機会の確保と就業環境の向

上に取り組む。 

労働安全の抜本的改善 

○ 林業総合センター、林業大学校への訓練設備・機器の配備により、体系的な安全指導と多様な作業

に係る技能講習の充実を図るとともに、伐木競技や他分野との連携など様々なアプローチからの取

組を検討する。 

○ 県、長野労働局、（一財）長野県林業労働財団、林業・木材製造業労働災害防止協会長野県支部等が

連携し、労働安全を徹底するための労働安全管理講習会、安全パトロール・現場指導の充実、事業

体の安全対策や管理体制の強化を図るなど、災害発生ゼロに向けて業界を上げて取り組む。 

○ 労働安全に関わる指導者の育成方法等を行政、団体、業界等で検討し、安全教育体制や安全に対し

ての意識改革を促すための取組を進める。 

新規就業者の確保 

○ 県、長野労働局、（一財）長野県林業労働財団が連携し、共同就職説明会やガイダンスを通じた林業

事業体と求職者の「顔が見える」マッチングに取り組むとともに、分かりやすいＨＰによる情報発

信の充実や関係者との連携の強化等を図る。 

○ 県、長野労働局、（一財）長野県林業労働財団が連携し、ＵＩターン就業を促進するため、県内に加

え、首都圏広域開催のガイダンスに参画するとともに、多様（若者、女性、移住者等）な人材へのＰ

Ｒ等の強化を行う。 

○ 行政、団体、業界等が連携し、農業、福祉や観光など異業種・異分野との複合化による人材の誘引、

確保に取り組む。 
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将来の担い手へのＰＲ 

○ 行政、団体、業界等が連携し、地域の森林の大切さや地域に密着した産業である林業への理解を深

めるため、緑の少年団、学校活動等を通じ、子どもへの林業作業体験や林業機械操作体験等の実施

により、職業の見える化を行う。 

○ 県、業界等が連携し、最先端の高性能林業機械や安全で確実な技術のデモンストレーションによる

ＰＲ等を行い、林業のイメージアップを図る。 

 

 

取組の方向性３ 経営・企業等を担う技術職員の育成とスキルアップ 

人材の育成とスキルアップ 

○ 県は、国事業：「緑の雇用」新規就業者育成推進事業を活用するとともに、林業総合センターでの研

修等により、就業前、就業後の各段階について必要な技術・知識を習得できる体制を構築する。 

○ 県は、次世代を見据えた林業大学校のグレードアップ等を通じ、安全を含めた高度な技術・知識に

加え、経営・マネジメントや環境・地域づくり等幅広い能力を持つリーダー人材の育成や継続（リ

カレント）教育の充実を図る。 
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 ７ 建設                                      

 

取組の方向性１ 建設産業の理解促進と多様な人材の活用 

連携機関名称 建基金：（一財）建設業振興基金  長建協：（一社）長野県建設業協会  長測協：（一社）長野県測量設計業協会 

建設校：建設系学科高等学校等  ポリテ：（独法）高齢・障害・求職者雇用支援機構長野支部 

○ 県、建基金、長建協、長測協、労働局が連携して、小・中学生及びその保護者や建設産業への就労を

検討している求職者を対象とした出前講座や現場見学会の開催、建設産業における働き方改革等に

ついての取組や県内企業等の情報発信を行う。 

○ 建基金、長建協、建設校、労働局が連携して、普通高校の教員・生徒と建設業界がつながる機会を

確保する。 

○ 県、長建協が連携して、長野県出身で県外に進学した学生、特に建設系学科卒業生に対して、メー

ルマガジン等の配信によりＵターンを促進する。 

○ 県、長建協、長測協、建設校が連携して、建設系学科高校生を対象とした官民連携による就労促進

事業や資格取得支援を継続実施する。 

○ 県、建基金、長建協、建設校が連携して、女性技術者のネットワークづくり支援や、建設産業団体

と建設系学科高校が連携したものづくり女子ミーティングの実施等により建設系学科高校の女子生

徒増加促進を図る。 

○ 県、長建協、長測協、労働局、ポリテが連携して、各関係機関の支援施策の有効活用による高齢者、

障がい者の就労を促進する。 

○ 県、建基金、長建協、長測協、建設校が連携して、建設産業入職への道筋や入職後のキャリアアッ

プ事例の整理・情報発信を行う。 

○ 県、建基金、長建協が連携して、建設キャリアアップシステムの活用を推進する。 

○ 県、建設協、長測協が連携して、週休２日を考慮した適正工期への県民理解を求める周知活動を行

う。 

 

取組の方向性２ 働きやすい・働きたくなる環境づくりと建設スキルアップへの支援 

 

○ 県は、公共工事等における平準化の促進、並びに地域建設企業の経営安定に寄与する契約制度の検

討を行う。 

○ 県は、週休２日促進のため、公共工事において週休２日が確保できる工期の設定を行うとともに、

増加経費を適正に計上する。 

○ 県、長建協、長測協が連携して、若手育成と技術継承の観点から職場の内外における研修制度の拡

充や機会の提供、県は優良技術者表彰制度等の運用改善を行う。 

○ 県、長建協、長測協、ポリテが連携して、建設現場の生産性向上として、３次元測量や３次元デー

タを活用したＩＣＴ活用工事の更なる推進や公共工事の計画から施工、維持管理までを３次元モデ

ルで行うＢＩＭ／ＣＩＭに産学官で取り組むなど、新技術の活用を促進する。 

○ 県、長建協、長測協、労働局、ポリテが連携して、関係機関の支援施策の有効活用による資格取得

の促進ならびにＩＴスキルの習得やテレワークなどの柔軟な働き方が可能となる職場環境の整備を

働きかける。 
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○ 県は、最新の設計労務単価、資材等の実勢価格を適切に反映した建設工事等の予定価格を設定する。 

○ 県は、建設工事における適正な賃金の支払いを評価する入札制度（総合評価落札方式）を試行する。 

○ 県、長建協、長測協、労働局が連携して、入札参加資格申請者に社会保険等の加入を義務づけると

ともに建設工事の１次下請業者を社会保険加入建設業者に限定するなど社会保険等の加入対策を推

進する。 

○ 県、建基金、長建協、長測協、労働局が連携して、過重労働防止対策とトータルメンタルヘルスケ

ア対策の推進、適正な労務管理の実施に係る指導を行う。 

○ 県、建基金、長建協、長測協、労働局が連携して、建設工事現場等の環境改善や福利厚生の充実な

どによる若年者や女性が働きやすい魅力ある職場づくりを推進する。 

○ 県、建基金、長建協、長測協、労働局が連携して、子育て世代を含む全ての人が働きつづけられる

環境整備をするため、イクボス宣言の推進や国や県の認定制度活用など、人材定着に向けた意識改

革等を推進する。 

○ 県、労働局、労働災害防止関係団体が連携し、災害発生ゼロに向けて業界を挙げて労働安全を徹底

するための労働安全管理講習会、安全パトロール等を推進する。 

 

取組の方向性３ 関係機関との連携強化 

○ 県は、関係機関の担い手確保・育成に関わる支援策を整理した情報を建設業界と共有し、支援策活

用の利便性向上を図る。 

○ 建設産業の事業承継に係る課題解決に向けて、県は経営者意識調査を実施、分析した上で、関係機

関との連携を強化して効果的な取組を検討する。 

○ 産・学・官の連携と適正な役割分担による施策の実行に努め、産業分野別会議等において、施策の

検証と改善、新たな取組の検討（ＰＤＣＡ）を実施する。 

 

 


